
救出救助・総合啓開分科会の取り組み 

資料５ 



 発災直後、消防、警察、自衛隊など実動部隊による救出救助活動やＤＭＡＴによる災害医
療活動を円滑に進めるためには、緊急輸送道路の道路啓開や津波浸水の排水作業等の
連携が重要です。 
 そこで、関係機関が現地で円滑に協働作業を進めるために、相互の情報共有体制の確認
や現地での対応事項を確認するとともに、各機関が抱えている「課題」を共有する場として
「救出救助・総合啓開分科会」を新たに立ち上げ、検討・協議を行います。 

南海トラフ地震対策中部圏戦略会議「救出救助・総合啓開分科会」 設立趣旨 

救出救助・総合啓開分科会 設立趣旨 

■被災地における災害医療（DMAT等） 
・被災地域内でのトリアージ、災害治療 
・ドクターヘリ、自衛隊機等による航空機搬送 
・被災地域内の医療機関、災害拠点病院の支援 
・応急搬送拠点医療施設（SCU）における医療支援 
・広域航空搬送に係る搭乗医療 
・災害現場でのメディカルコントロール 

■人命救助（消防、警察、自衛隊等） 
・消防、警察、自衛隊による救出救助活動 
・災害拠点病院、緊急避難場所等への搬送 

■救出救助活動支援（中部地整 、県・市、建設業協会等） 
・道路啓開による救援ルートの確保 
・排水作業による救出活動支援 

◎各機関が実施する災害対応 
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救出救助・総合啓開分科会の位置づけ 

３．災害に強い地域づくり 

５．防災意識改革と防災教育の推進 

６．確実な避難を達成するための各種施策の推進 

９．関係機関相互の連携による防災訓練の実施 

【優先的（継続的）に取り組む連携課題等】 

災害医療部会 

本
会
議 

活
動
計
画
検
討
会 

アドバイザリー会議 

【WG、分科会等に連携強化】 

大規模地震発生時の初動時のヘリ等に 
よる情報収集・情報共有体制構築WG 

幹
事
会 

１．災害に強いものづくり中部の構築 

産業の事業継続力向上プラン策定WG 

２．災害に強い物流システムの構築 

４．情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化 

８．防災拠点を結ぶネットワーク形成と総合啓開の 
オペレーション計画の策定 

７．災害廃棄物処理のための広域連携体制の整備 

災害廃棄物及び道路啓開WG（仮称） 

救出救助・総合啓開分科会（仮称） 

災害時燃料供給WG 

中部圏戦略会議 
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構成機関 

※愛知県をモデル地区とする  
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アドバ
イザー

名古屋工業大学大学院　工学研究科教授
渡辺　研司

構成機関 役割

中部管区警察局 救出・救助

海上保安庁
救出・救助
広域搬送

陸上自衛隊 救出・救助

航空自衛隊 広域搬送

愛知県
総合啓開
災害医療

愛知県警察本部 救出・救助

名古屋市（防災危機管理局・消防局）
救出・救助
総合啓開

名古屋港管理組合 総合啓開

日本赤十字社　愛知県支部 災害医療

中部ブロック
DMAT連絡協議会

災害医療

中部地方整備局 総合啓開

分
科
会
構
成
員

構成機関 役割

東海総合通信局 情報

東海北陸厚生局 災害医療

中部経済産業局 燃料

中部地方測量部 情報

中部運輸局 物資輸送

名古屋地方気象台 情報

中部地方環境事務所 災害廃棄物

愛知県医師会 災害医療

オ
ブ
ザ
ー
バ
ー



第１回 救出救助・総合啓開分科会 

第１回 救出救助・総合啓開分科会 １１月１２日（月） １５：３０～１７：００ 名古屋合同庁舎第２号館会議室 
 

・「救出救助・総合啓開を主としたタイムライン」により、各機関の発災から７２時間までの災害対応（人命救助）を  
 共有し、関係機関の連携のタイミングを確認。 
・総合啓開（緊急輸送ルート確保）を実施するにあたり、警察・消防・自衛隊等の救出救助やDMAT等の医療を担 
 う部局との事前調整、協力事項、お互いの要望（期待すること）などを共有。 
→例：通れるマップの活用方法、道路啓開時の警察・消防・自衛隊等との協力、災害拠点病院や救出救助拠点と 
    くしの歯ルートの関係、活動している災害拠点病院及び救出救助活動拠点の共有。 
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第２回 救出救助・総合啓開分科会（情報伝達演習） 

■開催日時 平成31年2月5日（火） 9：30～11：45 
■実施場所 愛知県自治センター6階 災害情報センター 
■参加機関 19機関（演習は愛知県内の関係機関が参加） 
■参加者   約50名  
■演習内容  南海トラフ巨大地震の発生から6時間後に、各機関のリエゾン 
        （情報連絡員） が愛知県災害対策本部に集合。各機関はリエゾン 
         を通じて必要な情報共有や調整を行う。 
 

 
 

【演習機関】  
・中部管区警察局・愛知県警察本部 
・中部経済産業局 
・国土地理院中部地方測量部 
・海上保安庁 
・陸上自衛隊，航空自衛隊 
・愛知県 
・名古屋市（消防局、防災危機管理局） 
・日本赤十字社 
・中部ブロックDMＡT連絡協議会 
・名古屋港管理組合 
・中部地方整備局 
【オブザーバー】 
・東海総合通信局 
・東海北陸厚生局 
・中部運輸局 
・名古屋地方気象台 
・中部地方環境事務所 
・愛知県医師会 
【アドバイザー】 
・名古屋工業大学 渡辺研司教授 
・名古屋工業大学 青山友美助教 

○自衛隊、警察、消防、ＤＭＡＴなどの救出救助・災害医療を行う機関と、緊急
輸送道路の道路啓開や津波浸水の排水作業等を行う機関等が集結し、情報
伝達演習を実施。 

 

○演習の中で明らかとなった救出救助・総合啓開に関する課題については、次
年度以降の分科会にて検討を行う。 

演習状況写真 

事務局による情報付与 自衛隊による情報要求 名古屋市消防局による回答 渡辺教授講評 
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第２回 救出救助・総合啓開分科会（情報伝達演習） 
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演習により確認された課題 

■災害時、関係機関が円滑に調整を行うためには、平常時に救出救助活動や総合啓開にお 

  ける各機関の情報伝達や指示系統の流れを整理し、関係機関で共有する必要がある。 

■道路管理者が道路啓開中に死傷者を発見した場合の救助機関との連携について、関係機  

  関と協議しておく必要がある。 

■道路の通行可否状況を共有するツールである「通れるマップ」について、共有方法や活用 

  について、引き続き協議する必要がある。 

   

今後の対応 

各機関の指揮・連絡系統などを系統図で整理し、関係機関で共有する。 

各機関の協力体制について、できること、できない事を整理し、想定される課題事象に関す

る連携のケーススタディを作成する。 

「通れるマップ」を活用した演習等を行い、共有の仕方の確認や活用方法について検討する。 
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